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オープンアクセスを⾒据えた研究室論⽂データベースの構築

宮代 理弘1 宮下 芳明2

概要：学術成果は，出版社が所有する学術リポジトリで公開されているが，有償で購読する必要がある．そ
のため近年では，学術成果を広く伝えるため，研究機関や⾃⾝の Web サイトで無償公開する「セルフアー
カイブ」が注⽬されている．研究室や個⼈など⼩規模組織でのセルフアーカイブは，各々独⾃の⼿法で管
理されており，データベースのような⼀元化された管理システムがあるものはかである．今回，我々の
所属する研究室では，学術リポジトリとして『研究室論⽂データベース』を作成し，⼀般公開した．研究
室論⽂データベースでは，既存の学術リポジトリシステムにおけるメタデータを踏襲し，Google Scholar

などの論⽂管理システムにも適応させた．本稿では実体験をもとに，研究室単位で学術リポジトリを運⽤
する⽅法や利点，問題点を報告する．

1. はじめに
研究者は，多くの学術成果をもとに新たな知⾒を探り，

それらを再び学術成果として広く公開する．しかし，研究
の地盤となる学術成果は，学会などの出版社に縛られてい
る現状がある．⼤学や研究機関内で論⽂にアクセスするこ
とは難しくないが，外部のインターネットからは限られた
範囲でしか論⽂にたどり着けない．出版社に購読費を⽀払
うことのできる⼤学・研究機関でしか，学術成果を⽬にす
ることができない格差が⽣まれている．
この現状を打破する案として，2002年頃からオープンア

クセスが提唱され始め，広まってきている．これは，学術
成果への⾃由なアクセスと再利⽤を掲げ，広く学術成果に
たどり着けるようにすることで，学術分野の発展に寄与す
るものである．我々の所属する宮下研究室では，このオー
プンアクセスの流れをんで，『研究室論⽂データベース』
を https://research.miyashita.com/ にて⼀般公開し
た（図 1）．これは，組織に依存した学術成果のアーカイブ
に対する，⾃衛⽬的の学術成果バックアップでもある．本
稿では，オープンアクセスの潮流を確認しつつ，研究室主
体で学術成果をまとめる意義と，実運⽤から⾒えた知⾒を
報告する．
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図 1 研究室論⽂データベースでは，
230 件を超える論⽂にアクセスできる
(図は，https://research.miyashita.com/2017/I26/)

2. オープンアクセスの潮流
2.1 従来の論⽂購読
学術成果は論⽂という形で出版社に渡り，論⽂誌として

公開されることがほとんどである．従来の論⽂誌は，購読
販売の形態を取っており，論⽂を読むには出版社に購読
費を⽀払う必要がある．この購読費は，年々増加の⼀途を
たどっており，⼤学・研究機関による網羅的な購読は難し
くなってきた．⽇本においては，国内図書館の外国雑誌購
読費が 1970年初期から 2000年まで増加している⼀⽅で，
1990年ごろを境に購読しているタイトル数は減少してい
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る [1]．出版社による価格⾼騰で 1タイトルあたりの購読費
は増加しており，予算等の問題から購読タイトル数を削減
するほかない現状がみてとれる．⽇本に限らず海外におい
ても購読費⾼騰の傾向が⾒られる．フィンランドにおける
2010年から 2016年までの雑誌購読費データセット [2]に
よれば，どの年も前年⽐ 3%〜12% の価格⾼騰があり，と
くに 2016年は前年⽐ 30%弱の価格⾼騰に⾒舞われている．
また，本当に必要としている学術成果であるかは，実際

に内容を⾒てみないと断⾔できないため，従来の購読型で
は情報を探すためにも費⽤がかさむ．このような背景か
ら，学術成果へ⾃由にアクセスすることは難しい実態があ
る．なかには，違法にアップロードされた論⽂を読む研究
者も出てきている．購読費を違法に回避する Sci-Hub を
経由して世界中からダウンロードされた論⽂は，6ヶ⽉で
2800万件にも登るという調査結果もある [3]．論⽂への合
法的かつ⾃由なアクセスが求められることは必⾄であると
いえる．

2.2 オープンアクセス
オープンアクセスとは，広義では世界中の誰もが無償で

⾃由に学術成果へアクセスできる仕組みである．2002年
に公開された Budapest Open Access Initiative （以下
BOAI）では，学術成果への⾃由なアクセスと⾃由な再利
⽤をオープンアクセスと定義している [4]．ここでいう⾃
由な再利⽤とは，著者以外が引⽤による限られた利⽤範囲
を超えて，学術成果の内容を⾃由に再利⽤できることを指
す．しかし，現状ではこの⾃由な再利⽤まで実現できてい
る例は少ない．
⾃由な再利⽤まで認めることが難しい理由は，著作権譲

渡にある．⼀般的に，学術成果をまとめた論⽂は出版社を
通じて論⽂誌になり，広く流布される．このとき，多くの
場合は著作権譲渡契約を締結することになる．これによっ
て，著者は論⽂の⾃由な再利⽤を他者へ認めることができ
なくなる．⼀⽅で，著作権譲渡契約により，著者⾃らが論
⽂を公開する権利すらも失ってしまうが，これについては
別途許可する旨を契約に含むことがほとんどである．

2.3 ゴールドオープンアクセス
⼀般的な論⽂誌とは異なり，著者が論⽂出版加⼯料*1を

⽀払うことで，論⽂の権利を著者に属させるオープンア
クセスジャーナルも存在する．⽇本では，科学技術振興機
構の運営する J-STAGE Journals*2などが挙げられる．ま
た，Association for Computing Machinery では，論⽂出
版加⼯料を⽀払うことで，論⽂をオープンアクセスにす
るオプションが存在する [5]．オープンアクセスジャーナ
ルに掲載された論⽂のなかには，著者によって Creative

*1 Article Processing Charge
*2 https://www.jstage.jst.go.jp/

Commons License を付して⾃由な再利⽤を明⽰的に認め
ているものもある．このように，著者もしくは所属機関が
費⽤を負担し，論⽂に⾃由なアクセスと再利⽤を担保する
ことをゴールドオープンアクセスという．
ゴールドオープンアクセスは，BOAI で掲げられたオー

プンアクセスの定義を⼗⼆分に満たしたものである．しか
し，著者への負担が⼤きい点，採⽤しない論⽂誌も多く存
在する点などの問題がある．

2.4 グリーンオープンアクセス
著作権譲渡契約で認められた権利に則って，学術成果へ

の⾃由なアクセスを実現することをグリーンオープンアク
セスという．グリーンオープンアクセスを実現する⽅法と
して，主に機関リポジトリとセルフアーカイブがある．
機関リポジトリとは，学術成果への⾃由なアクセスを実

現すべく⼤学や研究機関が運⽤するアーカイブシステムの
ことである．⽇本では 2005年に『千葉⼤学学術成果リポ
ジトリ』が公開されたことを⽪切りに，多くの⼤学・研究
機関にて運⽤されている．
セルフアーカイブは，著者のウェブサイトなどで学術成

果を公開する⽅法である．個⼈のウェブサイトであるた
め，⽐較的⾃由なフォーマットで学術成果を公開できる．
例えば，学術成果に関連する動画やデータを⼀緒に公開す
ることが容易である．⼀⽅で，決められたフォーマットが
ないため，検索エンジンのクローラーなどの機械システム
には解釈しづらい形態が多々存在する．そのため，アクセ
シビリティの⾯において他の⼿法に劣るといえる．

2.5 オープンアクセスの推進
オープンアクセスへの取り組みは，国内外を問わず広く

進められている．国内の HCI分野においては，インタラ
クションと WISS における取り組みが挙げられる．情報
処理学会の主催するインタラクションでは，過去の予稿集
をオンライン上で無償公開している*3．⽇本ソフトウェア
科学会の主催するWISS *4では，予稿集を無償公開するだ
けでなく，論⽂の著作権を著者に所属させることでオープ
ンアクセス活動に寄与している．
2017年には東京⼤学付属図書館によって，『オープンア

クセスハンドブック』が公開された [6]．オープンアクセ
スについての詳しい解説や実践するにあたっての周辺知
識がまとまっている．海外に⽬を向けると，オープンア
クセスジャーナルの普及が加速している．Open Access

Scholarly Publishers Association の 2016 年調査によれ
ば，2013年からの 4年間は，オープンアクセスジャーナ
ルが毎年 15%程度増加している傾向にあるという [7]．ま

*3 http://www.interaction-ipsj.org/archives/top.php
*4 http://www.wiss.org/
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た，2016年には Impactstory によって oaDOI*5 という
サービスが公開された．これは，論⽂識別⼦である DOI

から，オープンアクセス版の論⽂へアクセスできる仕組み
である．これらによって，より論⽂へアクセスしやすい環
境が整いつつある．

3. 研究室論⽂データベース
3.1 セルフアーカイブの意義
オープンアクセスの需要が⾼まるなか，研究室として

オープンアクセスに貢献する⼿段がセルフアーカイブであ
る．宮下研究室ではセルフアーカイブとして，『研究室論
⽂データベース』*6を構築し，⼀般公開するに⾄った．これ
は，オープンアクセスを⽬指す第⼀歩として，⾃由なアク
セスを実現することを⽬標としている．機関リポジトリだ
けでなく，研究室としてセルフアーカイブの仕組みを持つ
意義について，この節で述べる．
前述の通り，オープンアクセスを⽬指すだけであれば，

機関リポジトリに集約すれば，誰でもアクセスできるよう
になる．しかし，機関リポジトリを運⽤する組織単位は，
⼤学や研究機関を中⼼とした⼤きな組織であることがほと
んどである．よって，多種多様な論⽂が集まってくるため，
学術成果が埋もれやすいことは否定できない．事実，現状
の機関リポジトリでは，⼤学による紀要論⽂が 50%ほどを
占めている [8]．この観点からいえば，研究室による学術成
果をまとめて周知する⽬的には，機関リポジトリはうまく
機能しないことが予想される．研究室でセルフアーカイブ
をする第 1の⽬的としては，外部に研究室の学術成果をア
ピールする基盤づくりがあるといえる．
また，セルフアーカイブにはバックアップという側⾯も

あると考える．学術成果を永く配信し続けることを考えれ
ば，複数の⼿段を持っておくことは重要である．機関リポ
ジトリは，⼤きな組織が運⽤しているため，継続の危機に
陥ることは少ないと考えられる．しかし，確実に存在し続
けるという保証もないことは留意すべきである．過去に
は，2017年 3⽉で NII-ELS が終了した [9]ことに起因し
て，多くの論⽂がアクセスできない状態になる諸事があっ
た．これらの根本的な原因は，事前の告知があったにもか
かわらず，学協会の対応が間に合わなかったことである．
資産である学術成果を⾃衛する⾯でも，研究室によるセル
フアーカイブには⼤きな意義がある．

3.2 設計指針
研究室でセルフアーカイブシステムを運⽤するにあたり，

運⽤コストとユーザ層の 2点を軸に設計指針を設けた．
まず，運⽤コストについては極⼒減らすことを意識し

た．⻑期的に維持することを考えると，⾦銭⾯での配慮は
*5 https://oadoi.org/
*6 https://research.miyashita.com/

図 2 原稿の状態と掲載までの流れ [6]

もちろん，引き継ぎやメンテナンスなどの動員の⾯も考慮
する必要がある．運⽤コストを減らす⽬的と前述したセル
フアーカイブの意義から，今回のシステムは機関リポジト
リと併⽤して運⽤することを前提にした．そのため，従来
の機関リポジトリにある機能のうち，実装していない機能
がある．とくに，学術成果に特化した検索エンジンに対応
することはコストが⼤きい．今回は，⽐較的対応のしやす
い Google Scholar に焦点を絞って対応した．これらの取
り組みによって，セルフアーカイブシステムを簡易なサー
バで実現した．実装しなかった機能については，課題の節
にて後述する．
また，機関リポジトリと併⽤することを想定すると，現

状の機関リポジトリでは⼿の⾏き届かない⾯をカバーする
ことが求められる．機関リポジトリは研究職をメインター
ゲットとして作られているため，他の⼀般層は機関リポジ
トリを⽬にする機会すら少ない．研究室におけるセルフ
アーカイブの⽬的として，学術成果の周知も挙げていたが，
⼀般層にも周知する環境づくりは重要である．今回のシス
テムでは，通常の検索エンジンや SNSなどにも最適化を
図ることで，機関リポジトリとは違う側⾯から学術成果へ
のアクセシビリティを向上させる．

3.3 事前調査
3.3.1 論⽂の著作権
研究室によるセルフアーカイブを実施するため，各学

会における論⽂の著作権について調査を⾏った．国際学
会については SHERPA/RoMEO*7，国内学会については
SCPJ*8 を参考にしつつ，HCI分野における主たる学会の
著作権規約を調べた（付録 A.1 参照）．
投稿される原稿には，主に 3種類の状態があり，それぞ

れ，著者最終稿，プレプリント，出版社版という（図 2）．
著者最終稿とは，学会が最終的に受理し採録が決まった時
点での原稿を指す．これは，ポストプリントや査読後原稿
とも呼ばれる．⼀⽅で，プレプリントとは，学会に投稿し
た原稿のうち，著者最終稿を除くすべての原稿を指す．こ
れは，査読前原稿とも呼ばれる．出版社版は，投稿された
*7 http://www.sherpa.ac.uk/romeo/index.php
*8 http://scpj.tulips.tsukuba.ac.jp/
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表 1 主な Highwire Press tags

Highwire Press tags 説明
citation title 論⽂のタイトル
citation author 著者（1 ⼈ 1 タグで著者数分必要）
citation abstract html url 概要を書いたページの絶対 URL

citation publication date 論⽂の出版⽇
citation pdf url 論⽂ PDF のある絶対 URL

原稿を出版社が加⼯し公開したものを指す．論⽂誌を購読
するひとに渡る原稿は，この出版社版となる．
国際学会においては，ACM，Springer Verlag，IEEE，

Elsevier など，出版社版の利⽤を禁⽌しているところが多
い．⼀⽅で，プレプリントおよび著者最終稿については，
著者もしくは所属機関のウェブサイト上で公開することが
許されている傾向にある．
国内学会においては，プレプリントの公開を認めていな

い学会が多い．また，出版社版の利⽤を許可している例が
多く⾒られるほか，出版社版の公開のみを許諾する学会も
いくつか存在する．そのため，各学会のリポジトリから出
版社版を⼊⼿してそれを公開する流れならば，問題が起き
にくいといえる．
国内外問わず，論⽂を公開するときに留意すべき点とし

て，エンバーゴ期間（猶予期間）がある．エンバーゴ期間を
設ける学会においては，その期間は著者によるセルフアー
カイブが制限される．学会によって期間の有無や⻑さが異
なるため，セルフアーカイブを実施するにあたっては，規
約を確認することが求められる．
3.3.2 メタデータ
オープンアクセスにあたって，論⽂にたどり着きやすい

ようにメタデータを整備することも重要である．Google

Scholarのガイドラインでは，論⽂を掲載するサイトにはメ
タデータを埋め込むことを推奨している [10]．メタデータ
の記法にはいくつか種類があり，混在している現状にある．
記法のなかでも Highwire Press tags（表 1）は，Google

Scholar や Mendeley などのシェアの⼤きいシステムで対
応されており，事実上の標準記法といえる．よって，今回
は Highwire Press tags に沿うかたちで，論⽂データベー
スを構築することにした．
⼀⽅で，これらのメタデータは学術分野に向けたもので

あり，広く⼀般的なシステムでは採⽤されていない．そこ
で，Web ページにおけるメタデータを流⽤することで，
より多くのサービスで情報を参照できることを⽬指した．
具体的には，HTML5 で規定されている description，
Open Graph Protocol で規定されている og:title や
og:descriptionなど，また， Twitter Card で規定され
ている twitter:title や twitter:description など
である．これらのメタデータによって，汎⽤の検索エンジ
ンや SNSサービスで情報が表⽰されるようになる（図 3）．

図 3 Facebook（左）と Twitter（右）で共有したときの⾒た⽬

図 4 システム図

図 5 論⽂の情報を表計算ソフトで管理している

3.4 システム
システムは，データベース，レンダリング，配信の 3つ

に⼤きくわけられる（図 4）．
3.4.1 データベース
データベースでは，論⽂の書誌情報や PDF を管理す

る．今回はデータベースとして，Google スプレッドシー
トを利⽤している（図 5）．Google スプレッドシートとは，
Google 社の提供するオンライン上の表計算ソフトウェア
である．表の縦をカラム，横をレコードとして使うことで，
⼩規模なデータベースを構築できる．また，データベース
⾃⾝が表計算ソフトウェアとしてのインタフェースを提供
できるため，新しく⼊⼒画⾯を作ることなく操作できる．
共有編集⽤ URL を発⾏することで複数⼈による操作がで
きる点でも優れている．
著者やキーワードのような複数の要素が含まれるカラ

ムは，セミコロン区切りで⼊⼒することで対応した．論⽂
PDF をデータベースに含めるため，オンラインストレー
ジである Google Drive に論⽂ PDF を保存し，その共有
URL をスプレッドシートに書くことにした．
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3.4.2 レンダリング
レンダリングとは，データベースの情報をもとに，ウェブ

サイトを構築する過程のことである．データベースの情報
は，Google スプレッドシートの API から取得する．また，
論⽂ PDF は Google Drive の共有 URL からダウンロー
ドする．これらの情報を整形して，あらかじめ⽤意したテ
ンプレートに当てはめることでレンダリングされる．テン
プレートを複数⽤意することで，BibTeX や CSL-JSON

などの書誌情報データのレンダリングも実現した．
スプレッドシートが変更されたら，これら⼀連の流れを

⾃動で⾏うことが望まれる．これを実現するために，今回
は CI サービスである Circle CI を利⽤した．CI サービ
スとは，主にプログラムのテストコードを実⾏する環境を
指す．このテストコードを実⾏する環境は，実質的に何か
しらのプログラムを実⾏できる環境と同等である．そのた
め，しばしば CI サービスは静的コンテンツを⽣成する環
境としても⽤いられる．
また，CI サービスには変更が通知されると⾃動実⾏する

機能，通称 Webhook が備わっている．今回はスプレッド
シートの変更を Webhook で通知することによって，⾃動
実⾏を実現した．Google スプレッドシートには，Google

Apps Script （以下 GAS）という簡易的なプログラム実
⾏環境がある．GAS を使うと，スプレッドシートの変更
をトリガーにして，⼩さなプログラムを実⾏することがで
きる．よって，変更をトリガーとして GAS から CI サー
ビスの Webhook に通知を受け渡せばよい．
3.4.3 配信
Web ブラウザから参照できるようにするためには，配信

するサーバが必要となる．今回は，ファイルの追加・削除
をプログラマブルにできる点を重視して，GitHub Pages

を利⽤した．GitHub Pages とは，GitHub 社の提供する
静的コンテンツ配信サービスである．Git によってコンテ
ンツが管理されるため，プログラムからコンテンツ管理す
ることが容易である．

4. 実運⽤した所感
4.1 データベースの構築
データベースの構築は，研究室のメンバーで⾏った．現

時点で 235件の論⽂について情報がまとまっている．デー
タを⼊⼒する作業では，スプレッドシートの複数⼈で編集
できる機能が⼤きく役⽴った．スプレッドシート⾃体は研
究室内で普段から使われていたため，操作⽅法などについ
ても別段説明することなく扱えた．今までの成果物を⼀気
にまとめる⾼コストな作業を，効率よく多⼈数でこなすこ
とで低コスト化に成功したといえる．

4.2 利点
4.2.1 アクセシビリティ
公開後 3ヶ⽉ほど経った頃に，Google Scholar による

検知へ影響が⾒え始めた．現在，公開から 7ヶ⽉程度経過
し，全体の 10%ほどが検知されている．これによって，論
⽂データベースでのメタデータは，Google Scholar で検
知するに⼗分であることがいえる．以降，Google Scholar

側にクロール依頼を送るなどの積極的なアプローチをして
いく予定である．
メタデータによって，書誌情報へのアクセシビリティも

向上した．Mendeley を始めとした論⽂管理ソフトウェア
のブラウザ拡張機能でも，メタデータの情報から最適化さ
れた書誌情報が⽣成されることを確認している．また，書
誌情報についても BibTeX や CSL-JSON を提供すること
で，より他⽂献からの引⽤がしやすくなっている．
4.2.2 論⽂以外の成果物の公開
今回の論⽂データベースでは，研究に関する動画を

Youtube を経由して配信している．宮下研究室では，従
来より研究に関する動画を Youtube にアップロードして
おり，これらの資産を少ない⼿間で有効活⽤できたといえ
る．このことから，オープンアクセスのもうひとつの側⾯
である⾃由な再利⽤に向けた，論⽂以外のデータセットや
システムの公開にも役⽴つと考えている．
4.2.3 研究室内における情報共有
外部への学術成果の周知に役⽴っている⼀⽅で，研究室

内にも影響が及んでいる．従来の研究室ウェブサイトで
は，学術成果の書誌情報こそあれど，それらの詳細が書か
れたページがない研究も存在した．その上，論⽂データも
研究室内のストレージには存在するものの，各所に点在し
ており，情報の共有には不便な⾯が⼤きかった．今回の論
⽂データベースによって，情報の所在が⼀元化されたこと
で参照しやすくなった．また，OGP に対応したことで，
研究室内のチャットツールでも情報が共有されやすくなっ
た．研究室の⼤きな資産といえる学術成果を活⽤する基盤
が作れたといえる．
4.2.4 研究室に密に結びつく学術資産
論⽂データベースの⼤きな⽬標として，研究室に資産を

残すことが挙げられる．従来の機関リポジトリのみでオー
プンアクセスを進めることもできるが，その研究室が同じ
機関に所属し続けるとは限らない．もし仮に，移籍するこ
とになれば，学術成果としては残り続けるものの，研究室
の資産としてはまとまらず分散してしまう．研究室という
単位で簡易リポジトリともいえる論⽂データベースを持つ
ことは，⻑期的に⾒れば研究室の⼤きな財産へなりえると
考える．
4.2.5 研究成果の著作権に対する意識付け
論⽂データベースへの登録を各⾃に⾏わせた効果も⾒ら

れている．登録時に論⽂の著作権を確認させる過程を経る
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ことで，今まで意識されることの少なかった著作権への理
解が深まった．オープンアクセスの意義を著者⾃⾝が理解
する⼿助けにもなったと考えられる．

4.3 課題
4.3.1 検索エンジンとの連携
今回は，静的コンテンツ配信サーバで運⽤したため，動

的なリクエストを受け取れない．よって，サイト内検索は
Google Custom Search Engine に頼る必要があり，更新
の反映に多少時間がかかってしまう．
同様の理由で，論⽂検索エンジンで主流な OAI-PMH プ

ロトコルに対応できない．著名な論⽂検索エンジンからは
検索されないことになる．DSpace などの OAI-PMH 対
応リポジトリシステムを使えばこの問題は解決するが，運
⽤コストが上がってしまい導⼊時点でつまづきやすい．今
回はより低コストで研究室内の学術成果をまとめることが
⽬的だったため，OAI-PMH については対応を断念した．
⼀⽅で，研究室内の学術成果を機関リポジトリにも登録す
ることを考えれば，動的なプロトコルなどは機関リポジト
リに⼀任する⽅針が採れる．
4.3.2 ⻑期運⽤
⻑期的な運⽤を考えたときに，いかにして維持するかは

常に課題として残る．現状の論⽂データベースの設計で
は，低コスト化のため外部サービスに⼤きく依存している
状態である．これらのサービスが終了したときに，移⾏す
る場所をあらかじめ検討しておく必要がある．例えば，CI

サービスについては他にも数多くのサービスがある上，⼿
動でローカルの PC からも実⾏はできる．GitHub Pages

を使った配信サーバについては，同様のサービスも存在す
るほか，無償の FTP サーバでも代替できる．事前に⼼構
えをしておくことで，サービスの変化に柔軟な対応が取れ
ることは，著者によるセルフアーカイブの利点といえる．
⼀⽅で，動員的な運⽤コストについても考慮しておく必

要がある．今回の論⽂データベースでは，⾦銭的コストを
削減するために外部サービスを活⽤している．しかし，少
なからず⼈の⼿によるメンテナンスは必要とされるため，
研究室内での啓発活動やドキュメント化などで引き継いで
いく努⼒は求められる．

5. 今後の展望
研究室論⽂データベースは，きたるオープンアクセスの

時代に向けた研究室の前準備といえよう．今回の取り組み
で，学術成果の⾃由なアクセスを実現できた．これからは，
⾃由なアクセスに留まらず，学術成果の⾃由な再利⽤も視
野に⼊れて情報発信していくことが問われている．近年で
は，論⽂の著作権に縛られないデータセットや実装システ
ムなどを，GitHub などの配信サービスで公開する例が増
えてきている．そのようなオープンデータの流れにとって

も，研究室論⽂データベースは基盤として機能していくと
思われる．
オープンアクセスの根底には，著作権の問題がある．研

究者も情報を発信するものとして，最低限の知識を持ち合
わせておくべきだと考える．その点では，研究室論⽂デー
タベースによって，研究室内で情報発信者としての当事者
意識が向上するといえる．
研究室論⽂データベースは，学術成果公開における『⺠

主化』とも捉えることができる．今まで出版社や組織に依
存していた発信から，研究者と組織の共存した発信への転
機になると考えている．この研究室論⽂データベースの考
えが広まることで，オープンアクセスが進むことを願う．
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付 録
A.1 各学会の規定⼀覧
『研究室論⽂データベース』( https://research.miy

ashita.com/ )に登録されている論⽂（全 235件）の主た
る投稿先学会における著作権規約を紹介する．ここに掲載
する著作権規約は，2017年 7⽉ 31⽇現在のものである．
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最新の著作権規約は，各学会のウェブサイトなどを参照さ
れたい．
• Association for Computing Machinery

◦ 著者最終稿を公開できる
◦ 出版ライセンス契約をした場合は，すべての権利を
有する

◦ http://www.acm.org/publications/policies/c

opyright-policy

• 情報処理学会
◦ 著者最終稿，出版社版を公開できる
◦ 出典と『利⽤上の注意』を掲載する必要がある
◦ http://www.ipsj.or.jp/copyright/ronbun/cop

yright.html

• ⽇本ソフトウェア科学会
◦ 著者最終稿，出版社版を公開できる
◦ 出典と『利⽤上の注意』を掲載する必要がある
◦ http://www.jssst.or.jp/files/user/edit/ch

osakuken-kitei.pdf

◦ WISS においては，著作権は著者に帰属する
⋄ http://www.wiss.org/WISS2017/CFP.html

• ヒューマンインタフェース学会
◦ 著者最終稿，出版社版を公開できる
◦ 出典と『注意書き』を掲載する必要がある
◦ https://www.his.gr.jp/office/copyright.html

• 電⼦情報通信学会
◦ 出版社版を公開できる
◦ その他，条件によって制約が設けられている
◦ https://www.ieice.org/jpn/copyright/housh

in.html

• 芸術科学会
◦ 著作権は著者に帰属する
◦ http://art-science.org/journal/guide.html

c⃝ 2017 Information Processing Society of Japan 7

Vol.2017-HCI-174 No.12
2017/8/24


